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1. 平成26年3月期第3四半期の連結業績（平成25年4月1日～平成25年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期第3四半期 107,209 2.7 △1,734 ― 552 ― △3,033 ―
25年3月期第3四半期 104,353 1.2 △682 ― △253 ― △1,346 ―

（注）包括利益 26年3月期第3四半期 1,436百万円 （―％） 25年3月期第3四半期 △568百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

26年3月期第3四半期 △77.48 ―
25年3月期第3四半期 △34.37 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期第3四半期 161,051 71,272 43.8 1,803.88
25年3月期 158,028 75,030 47.1 1,899.67
（参考）自己資本 26年3月期第3四半期 70,566百万円 25年3月期 74,378百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

25年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00
26年3月期 ― 5.00 ―
26年3月期（予想） 0.00 5.00

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 165,000 3.3 4,500 321.3 4,400 86.8 1,300 415.9 33.20



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有 
（注）詳細は、添付資料４ページ 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料３ページ「サマリー情報（注記事項）に関する事項」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく
四半期財務諸表のレビュー手続きは終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が入手している情報及び合理的と判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実
現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利
用にあたっての注記事項等については、四半期決算短信（添付資料）３ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

※ 注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無
②①以外の会計方針の変更 ： 有
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期3Q 39,540,000 株 25年3月期 39,540,000 株
② 期末自己株式数 26年3月期3Q 421,075 株 25年3月期 386,855 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 26年3月期3Q 39,145,875 株 25年3月期3Q 39,161,150 株
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当第３四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く経営環境は、海外では、米国経済におい

て堅調な民間需要を背景に緩やかな回復基調が続いているものの、欧州経済の停滞、緊迫する中東情勢

や中国をはじめとするアジア経済の成長鈍化など厳しい状況で推移しました。一方、国内では、景気は

緩やかに改善しつつあるものの、厳しい状況が続いております。 

このような状況下、当社グループは、日立グループのインフラシステムグループの一員としてヘルス

ケア・グローバル市場でトッププレーヤーをめざすべく事業の一層の推進に取り組んでまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の連結売上高は、107,209百万円と前年同期比2.7％の増収とな

り、営業損失は1,734百万円（前年同期は営業損失682百万円）、経常利益は営業外収益として為替差益

を2,395百万円計上したことにより552百万円（前年同期は経常損失253百万円）、四半期純損失は3,033

百万円（前年同期は四半期純損失1,346百万円）となりました。  

  

（セグメント別売上高の概況） 

医療機器事業は、ＭＲイメージング装置、診断用超音波装置が前年同期を上回りましたが、Ｘ線装置

およびＸ線ＣＴ装置は前年同期を下回りました。 

ＭＲイメージング装置は、国内では永久磁石方式と超電導方式が、前年同期を上回りました。海外で

は、米国において超電導方式が好調でかつ円安効果により全体でも前年同期を上回りました。 

診断用超音波装置は、国内では、価格競争が依然として厳しい中、上級機の販売が好調だったことも

あり前年同期を上回りました。海外では、欧州市場や中国市場低迷の影響があるものの、円安効果によ

り売上高は前年同期を上回り、全体でも前年同期を上回りました。この結果、医療機器事業全体で前年

同期比3,980百万円増（4.6％増）の91,077百万円となりました。 

  

医療情報システム事業は、日立メディカルコンピュータ（株）のレセプトコンピュータ、電子カルテ

システムが堅調で前年同期比759百万円増（11.4％増）の7,397百万円となりました。 

  
汎用分析装置事業は、除染関連対策で需要は継続しているものの、緊急時防護措置準備区域（ＵＰ

Ｚ）での放射線モニタリング機器の設置が昨年でほぼ終了したこともあり、前年同期比852百万円減

（14.9％減）の4,850百万円となりました。 

  
医用分析装置事業は、新製品の検体前処理分注装置や診断薬メーカーへのＯＥＭ分析装置が好調だっ

たものの、検体前処理モジュールシステムが前年度にあった大型案件の需要減により、前年同期比

1,029百万円減（20.9％減）の3,883百万円となりました。 

  

当第３四半期末の財政状態は、総資産が前連結会計年度末と比べて3,023百万円増加し、161,051百万

円となりました。これは、現金及び預金の4,097百万円増加、たな卸資産の10,665百万円増加、受取手

形及び売掛金の15,159百万円減少などによるものです。 

負債は、前連結会計年度末に比べて6,781百万円増加し、89,779百万円となりました。これは、退職

給付に関する会計基準等の適用により、退職給付引当金が11,859百万円減少した一方、退職給付に係る

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する定性的情報

（２）連結財政状態に関する定性的情報
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負債が13,800百万円増加したこと、支払手形及び買掛金の2,590百万円減少、短期借入金の2,610百万

円の増加などによるものです。 

純資産は、前連結会計年度末に比べて3,758百万円減少し、71,272百万円となりました。これは主と

して退職給付に関する会計基準等の適用により、退職給付に係る調整累計額の△4,527百万円を計上し

たことによるものです。 

  

今後の国内・海外経済とも、依然として不透明な状況が続くものと思われますが、平成26年３月期の

業績予想につきましては、平成25年10月29日に発表しました連結業績予想を変更しておりません。  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 

  

（税金費用の計算） 

当第３四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

但し、見積実効税率を使用できない会社については、法定実効税率を使用しております。なお、法人

税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

  

（会計方針の変更等） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24

年５月17日。）が平成25年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったこと

に伴い、第１四半期連結会計期間よりこれらの会計基準等を適用し、退職給付債務から年金資産の額を

控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過

去勤務費用を退職給付に係る負債に計上いたしました。また、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を

見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引

率の算定方法を変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従って、当

第３四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係

る負債として計上したことに伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減

しております。また、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首のその他の包括利益累計額が6,262百万円減少し、利益

剰余金が1,533百万円増加しております。なお、当第３四半期連結累計期間の連結損益計算書に与える

影響額は軽微であります。 

  

２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
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４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,924 22,021

受取手形及び売掛金 53,641 38,482

商品及び製品 17,614 24,158

仕掛品 10,499 13,795

原材料及び貯蔵品 10,874 11,699

その他 9,570 12,959

貸倒引当金 △634 △740

流動資産合計 119,488 122,374

固定資産   

有形固定資産 21,333 21,941

無形固定資産   

のれん 2,281 2,264

その他 9,636 9,168

無形固定資産合計 11,917 11,432

投資その他の資産   

その他 5,567 5,591

貸倒引当金 △277 △287

投資その他の資産合計 5,290 5,304

固定資産合計 38,540 38,677

資産合計 158,028 161,051

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 27,413 24,823

短期借入金 21,213 23,823

未払法人税等 622 1,953

製品保証引当金 1,536 1,773

その他 17,598 18,934

流動負債合計 68,382 71,306

固定負債   

退職給付引当金 11,859 －

役員退職慰労引当金 306 264

退職給付に係る負債 － 13,800

その他 2,451 4,409

固定負債合計 14,616 18,473

負債合計 82,998 89,779
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,884 13,884

資本剰余金 21,211 21,211

利益剰余金 42,377 40,548

自己株式 △472 △530

株主資本合計 77,000 75,113

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 159 462

土地再評価差額金 △2,850 △2,850

為替換算調整勘定 69 2,368

退職給付に係る調整累計額 － △4,527

その他の包括利益累計額合計 △2,622 △4,547

少数株主持分 652 706

純資産合計 75,030 71,272

負債純資産合計 158,028 161,051
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
 四半期連結損益計算書 
 第３四半期連結累計期間 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

売上高 104,353 107,209

売上原価 69,522 69,025

売上総利益 34,831 38,184

販売費及び一般管理費 35,513 39,918

営業損失（△） △682 △1,734

営業外収益   

受取利息 44 52

受取配当金 27 17

為替差益 701 2,395

その他 286 233

営業外収益合計 1,058 2,697

営業外費用   

支払利息 113 120

固定資産処分損 173 58

特許関連費用 213 －

たな卸資産廃棄損 － 52

その他 130 181

営業外費用合計 629 411

経常利益又は経常損失（△） △253 552

特別損失   

減損損失 36 －

事業構造改善費用 34 295

確定拠出年金制度移行に伴う損失 － 1,241

特別損失合計 70 1,536

税金等調整前四半期純損失（△） △323 △984

法人税等 972 1,987

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,295 △2,971

少数株主利益 51 62

四半期純損失（△） △1,346 △3,033
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 四半期連結包括利益計算書 
 第３四半期連結累計期間 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,295 △2,971

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △160 303

為替換算調整勘定 887 2,369

退職給付に係る調整額 － 1,735

その他の包括利益合計 727 4,407

四半期包括利益 △568 1,436

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △684 1,304

少数株主に係る四半期包括利益 116 132

－8－



  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

－9－
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